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2D26 環境事業と排出量取引き 

0 国井茂樹，石田 康 ( 日立製作所 ) 

1 . はじめに 

環境を改善し 循環型社会を 実現するために、 産官学の連携により 種々の取組が 
なされている。 廃棄物削減，リュース・リサイタル 社会の構築，省エネルギーを 
含めた地球温暖化防止への 取組み，および 環境報告書や 環境会計をはじめとする 
環境コミュニケーションなどが、 主な取り組みとしてあ げられる。 私達は企業の 
一員として、 これらの取り 組みに参加している。 
環境の事業化においては、 これらの活動を 有効に生かした 事業展開が必要で、 
事業展開を通じで、 社会にソリューションを 提供していきたいと 考えている。 
環境事業の展開にあ たっては、 下記を配慮した 取り組みが必要であ ると 居 、 ぅ 。 
「生産活動を 通じて得られた 環境マネ 、 ジメントに関する 知識やノウハウを 、 
フィードバック し 、 環境ソリューション 事業へと展開する。 」 
本論文では、 前半で環境事業への 取り組みを日立バループの 環境活動と関連村 
け 述べる。 そして後半では、 環境活動と連携した 環境事業の事例として、 家電 リ 
サイタル事業と 地球温暖化防止事業を 取り上げて述べることとする。 

2. 環境事業の特徴と 取組方針 
近年の環境問題には、 次のような特徴があ る。 
①地球規模や 地域規模など 広 い 地域                                         問題の原因と 結果を単 
純 明解に定量的に 説明することが 難しいこと。 
②環境問題の 解決は、 市民や国民あ るいは世界世論のコンセンサスを 必要とする 

  

を 必要とすること。 
環境事業の展開にあ たっては、 環境問題の特徴を 踏まえ、 次のような指針のも 
と 推進している。 
①環境事業は、 社会システムの 変革に伴 う 問題解決型のソリューション 提供事業 
であ り、 設備と情報通信システムなどの 融合によって 実現される社会インフラ 
ストラクチヤ 一の構築事業であ る。 

" ふ著扇 Ⅰ 老量 ニ % 掃隻ワ 雪穴 宇百嬉 用吉 許案賓雫導蟄苫 実目 仁宇往二 /T ア 住基 

  

した環境事業にっき、 事例に基づき 述べる。 
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3. 環境活動と環境事業 
(1) 環境活動の概要 
日立グループでは、 日立製作所の 環境本部を中心に 環境活動を展開している。 
「企業行動基本理俳」「環境保護行動指針」のもと、 2010 年のグリーンフロンテ 
ノ ア ( 地域自立型サステ ナ ビリティ社会 ) を目指して、 環境ビジョン「バリーン 
コンパス」を 策定し、 環境活動に取組んでいる。 「バリーンコンパス」は、 日立 
グループの環境経営の「羅針盤」で、 コア                                 を「自然と調和 
した企業コミュニティと 循環型社会の 創造」                         事業行動として、 
① エ コプロダクツ & ファクトリコ②サステナブルビジネスモデル、 企業行動と 
して、 ③ステータホルダーとの 共創，および④ エ コマインド & マネジメント と 
指針を示している。 「バリーンコンパス」は、 ロードマップ「エコバリュープラン 
2010 」として展開されている。 「エコバリュープラン 2010 」では、 上記の 4 つの 
行動ごとに、 具体的目標を 数値目標として 設定し 、 3 つの期間 ( ～ 2005; 環境経営 
の推進，～ 2010; 環境経営の進・ 深化， 2010 ～ ; 環境価値創造企業 ) ごとに、 取組 内 
容を進化させていくロードマップであ る。 
図 Ⅰに「バリーンコンパス」，表 1 に「エコバリュープラン 2010 」の概要を示 
す 。 

  

Ⅴ 
サステナブルビジネスモデル 
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図 1  グリーンコンパス 

表工 エコバリュープラン 2010 
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このような環境活動と 連動し、 環境事業へ展開したものも 幾つかあ る。 例えば、 
①家電やパソコンのリサイタルシステムや 環境配慮設計システム ，② 1S014001 
認証支援システム (EcoAssist), ③化学物質総合管理システム (Chemilution), 
④各種省エネルギー 設備と管理システムおよび ESCO 事業 (Ener 綴 SerVice 
Company) など。 また、 環境会計やバリーン 調達システムについては、 グルー 
プ内のシステムとして 既に運用されており、 運用ノウハウを 活用した ソ リュー シ 
コ ン事業として 展開中であ る。 また、 地球温暖化防止を 目的とした温暖化ガスの 
モニタリンバ・ 報告システムや 温暖化ガスマネ 、 ジメント戦略立案支援システムなど 
ほ ついても、 グループ内 C02 排出量削減制度 (si ま行 ;2002 年度～ ， 開始 ;2004 年度～ ) 
と 連動し、 ソリューションメニュ 一に加えていく 計画であ る。 
企業の情報システムは 環境配慮型システムへの 移行時期に入ってきていると、 
私達は考えます。 システムの段階的な 移行に対し、 グループ内システムで 培った 
ノウハウを活用し、 ソリューション 事業として応えて 行きます。 
次に、 このようなソリューション 事業の事例として、 家電リサイタル 事業と地 
球 温暖化防止事業を 取り上げ、 その内容にっき 以下に述べる。 

(2) 家電リサイクル 事業 
日立木一々 & ライフソリューション (2002 年 4 月に日立製作所より 分社設立 ) 
は 、 家電リサイタル 法に対応して、 使用済み家電製品 4 品目 (X アコン，テレビ ， 
冷蔵 庫，洗濯機 ) のリサイタルを 行なう新会社として。 ( 株 ) 関東エコリサイタル 
を 1999 年 5 月に設立した。 
このプラントは、 日本で唯一の「生産工場と 一体の循環型工場」として、 日立 
ホーム & ライフソリューションの 栃木事業所内に 設置されている。 そこで得られ 
る情報を製品の 設計にフィードバッタすることで、 製品のライフサイクルにおけ 
る 環境負荷の低減や 将来の製品の 再資源化率向上に 寄与している。 
また、 自らのソリューション 事業としても 捉え、 プラント設備や 情報システム 
の 納入にとどまることなく、 リサイタル事業そのものにも 取り組んでいろ。 東京 
工コリサイクル ( 株 ) や北海道エコリサイタルシステムズ ( 株 ) は、 使用済みの 
工業製品 ( 家電製品や OA 機器など ) から。 有価物の回収をはじめダスト 量の削 
減を目的に、 リサイタル・ 適正処理を行なう 事業であ る。 
2001 年度の日立バループの 家電リサイタル 処理台数と再資源化率を 表 2 に示す。 
リサイタル事業により 得られる情報やノウハウを 製品設計やバリーン 調達システ 
ムに反映するなど、 事業を環境活動にフィードバッタすることもまた 重要であ る。 

表 2  日立グループの 家電リサイタル 処理台数と再資源化率 (2001 年度 ) 

項 目 エアコン テレビ 冷蔵 庫 洗濯機 

処理台数 ( 台 ) 172,564 330,298 360,827 376,532 

再資源化率 ( 九 ) 79 78 61 57 
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(3) 地球温暖化防止事業 
地球温暖化防止に 向けた取り組みは、 京都議定書 (1997 年気候変動枠組み 条約 
第 3 回締約国会合で 採択 ) という形で、 進むべき方向性が 示された。 日本でも、 
国会承認が本年 5 月に終了し、 発効が時間の 問題となっている。 京都議定書の 意 
義は 、 定量的で (2008 ～ 2012 年日本は 1990 年比 温噺ヒ ガス 6% 削減 ) 、 世界規模のコン 
センサスのもと 取り組みが開始することであ り、 加えて京都メカニズムに 示され 
る 方法で「環境と 経済」が結び 付けられることにあ る。 これは、 「環境」という 
キーワードで、 社会システムを 新しい時代に 合わせて変革しょうということだと 
考える。 
日立グループでは、 グループ内「 C02 排出量削減制度」を 導入した。 この制度 
では、 温暖化ガス排出量の 削減と省エネルギー 活動の促進を 同時に図ることを 目 
的としている。 2002 年度から 2 年間試行し、 2004 年度から本格導入を 予定して 
いる。 この制度においても、 制度の実施により 得られる経験やノウハウを 新しい 
製品やサービスの 形で社会に提供していく 計画であ る。 
また、 地球温暖化防止事業は、 社会システムの 変革に伴う問題解決型のソリュ 
ーション提供事業であ ることを踏まえ、 設備と情報システムの 両面から事業開拓 
の 取り組みを開始している。 図 2 は、 温暖化ガスマネジメント 事業の展開につい 
て 、 概念を示したものであ る。 

  

lementation 
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図 2. 温暖化ガスマネジメント 事業の展開概念図 

4. おわりに 
本論文では、 環境活動と連携した 環境事業の展開にっき 述べた。 環境事業は 、 
社会へのソリューション 提供事業であ ることを念頭におき、 事業を通じて 社会貢 
献に寄与していきたいと 考えている。 

2
 
0
 
0
 
2
 
重
目
 

艮
且
 

"
 
口
 

壷
十
 

 
 
環
 
プ
 
 
 

献
ル
 

文
グ
 

若
上
 

参
日
 

5
 

--671-- 


